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研究要旨 
水タバコ製品（シーシャ）の使用は世界的に普及しており、近年、日本でも水タバコ製品を使用できる

店舗数が増加しているものの、その使用割合や使用者の特徴については十分な報告がなされていない。そ

こで本研究では、日本人における水タバコ製品の使用割合と、その他のタバコ製品（紙巻きタバコ、加熱

式タバコ、電子タバコ）使用との関連について評価した。2023 年 1 月から 2 月にかけて実施されたイン

ターネット調査（JASTIS2023）から得られた合計 31,037 人を本研究の対象とした。日本における水タバ

コ製品の使用割合（過去 30 日使用者）は 1.4％で、女性よりも男性で高かった。年齢別にみると 20 代で

4.4％と若年成人層で顕著に高かった。さらに、水タバコ製品使用者の多くが、紙巻きタバコ、加熱式タバ

コまたは電子タバコを併用していることが明らかになった。今後は、日本における水タバコ製品使用者の

拡大に対処するために、水タバコ製品についての正しい知識の提供、水タバコ製品に対する規制を検討す

る必要がある。 

A．研究目的 
水タバコはシーシャ（Shisha）とも呼ばれ、水

パイプと呼ばれる喫煙具を使って加熱したタバ

コの煙を、水を通して吸い込む喫煙方法である。

約 500 年前に東地中海地方で誕生し、近年ではタ

バコの代替品として世界中で人気を博している

1)。水タバコはその他のタバコ製品と比べて安全

であるという誤認があるが、水タバコの主流煙に

は多環芳香族炭化水素、ベンゼン、重金属などの

有害物質が多く含まれているため、他のタバコ製

品と同様に有害である 2)-4)。 
近年、特に世界的に若年成人の間で水タバコ製

品の使用割合が増加している 5)。2013 年に米国の

18～24 歳を対象に実施された調査では、水タバ

コ製品の使用割合は 28.4％で、紙巻きタバコの使

用割合の 19.6％を上回っている 6)。さらに、水タ

バコ製品使用者の約半数が非喫煙者であり、水タ

バコの使用がその他のタバコ製品使用へのゲー

トウェイとなりうることが示唆されている 7)。 

日本における水タバコ製品の使用は、主にカフェ

やバーといった喫煙目的店で行われ 8)、近年では、

諸外国同様に水タバコを吸える「シーシャバー」

や「シーシャカフェ」が増加している 9)。このよ

うに機会的な喫煙として使用される水タバコは、

日常的に使用される紙巻きタバコ、加熱式タバコ

や電子タバコなどのタバコ製品とは使用方法や

使用頻度が異なる場合がある。 
また、近年ではソーシャルネットワーキングサ

ービス（SNS）を通じて、特に若者や学生の間で

水タバコ製品の使用が広がっている可能性があ

る 10)。諸外国では、水タバコ製品の使用割合や水

タバコ製品使用と紙巻きタバコや電子タバコ使

用の関連を評価し始めているが 5）, 6)、日本ではそ

のような研究は行われていない。さらに、世界で

も水タバコ製品使用と加熱式タバコ製品（heated 
tobacco products; HTP）使用の関連に関する先行

研究は報告されていない。 
そこで本研究では、未成年者を含む日本人の水タ
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バコ製品の使用実態と加熱式タバコ、電子タバコ

を含むタバコ製品使用との関連を分析した。 
 
B．研究方法 
■データおよび対象者 
楽天インサイト株式会社の調査パネルメンバ

ーを対象としたインターネット調査（Japan 
Society and new Tobacco Internet Survey; 
JASTIS 研究 2023 年調査）を実施した。対象者

はパネル全体からランダムにサンプリングされ

形成されており、現在喫煙者・過去喫煙者・もと

もと吸わない非喫煙者（current smoker/ former 
smoker/ never smoker）を含んでいる（詳細につ

いては先行研究 11, 12)参照）。2023 年 2 月に日本在

住の一般住民 15-82歳を対象に実施されたインタ

ーネット調査（JASTIS2023）の回答者総数

43,000 人のうち、そこから、調査班で定めた基準

に基づき不規則な回答をしたものを除き、31,037
名のデータを本調査に用いた。 
 
■分析に用いた項目 
1）現在の喫煙状況（過去 30 日以内） 
現在の喫煙状況（過去 30 日以内）の設問は、

「あなたは、現在タバコを吸ったり、使ったりし

ていますか。以下のそれぞれについてお答えくだ

さい。」、「直近 30 日のうち、何日、それぞれのタ

バコを吸ったり、使ったりしましたか。」とした。

これらの情報をもとに、現在の喫煙状況を「1．こ

れまで一度も使ったことがない」の場合、「もとも

と吸わない (Never smoker)」と定義した。直近

30 日のうち、タバコを吸ったり、使ったりした日

数が 1 日以上ある場合、「現在吸っている 
(Current smoker)」と定義した。「もともと吸わな

い」と「現在吸っている」のいずれにも該当しな

かった場合、「止めた(Former smoker)」と定義し

た。  
タバコ製品は、「紙巻きタバコ」には、紙巻きタ

バコと手巻きタバコ（キットなどを用いて、自分

で巻いて紙巻きタバコを作るもの）、「加熱式タバ

コ」には、Ploom Tech（プルーム・テック）、Ploom 
S（プルーム・エス）、Ploom X（プルーム・エッ

クス）、IQOS（アイコス）、glo（グロー）と lil 
HYBRID(リル ハイブリッド)、「電子タバコ」に

は電子タバコ（ニコチンを含んでいるもの）、電子

タバコ（ニコチンを含んでいないもの）と電子タ

バコ（ニコチンを含んでいるかどうか分からない

もの）を含めるものとして定義し、「水タバコ製品

（シーシャ）」を加え合計４製品として定義した。 
 
2）関連項目 
社会経済的要因に関する項目として、個人属性

（年齢、性別、教育歴、世帯等価所得、飲酒歴）

を測定した。分類は、年齢（15-19、20-39 歳、40-
49 歳、50-59 歳、60-82 歳）、男女、教育レベル

（高校以下、専門学校卒業または短大、大学卒業

以上）、等価世帯所得（世帯の年間所得（税込）を

世帯人員数で割り世帯人員 1人当たりの所得を算

出し世帯所得とし、これを四分範囲として用いた）

飲酒歴（なし、止めた、あり）とした。 
 
■統計解析 
変数ごとに、全回答者における水タバコ製品の

使用率の割合を算出した。次に、国民生活基礎調

査（2016 年）の分布に近づくように計算した

inverse probability weighting（重み）を用いて、

水タバコ製品使用の割合を、属性ごとに推計した。 
 
（倫理面への配慮） 
 インターネット調査を受けることの同意はあ

らかじめ調査会社から取得されている。さらに日

本マーケティングリサーチ協会による綱領およ

びガイドラインに従い、本調査の実施に関して調

査会社から承認を得た。「アンケート調査対象者

への説明文」を調査画面に提示し、調査で得られ

た情報は個人を特定できない形でしか発表され

ないこと、また調査の目的以外には利用しないこ

とを対象者全員に伝えた。本研究は、大阪国際が

んセンターの倫理審査委員会からの承認を得て
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いる（No.1611079163-2）。 
 
C．研究結果 
表１に、対象者の基本属性を示した。34,000 名

のうち、不正回答を除く 31,037 名を分析対象者

とした。対象者のうち男性が 49.4%、女性が 50.6%
であり、平均年齢は 47.4 歳であった。過去 30 日

以内に水タバコ製品を使用者した者は 1.4％
（95％CI：1.2-1.6）で、過去に使用経験のある者

は 3.9％（95％CI：3.6-4.2）だった。性別では、

男性で 75.5％、女性で 24.5％が水タバコ製品を過

去 30 日以内に使用したことがあると回答した。 
表 2 に、特性に応じた水タバコ製品使用割合を

示した。年齢別の使用割合は、20～29 歳で 4.4％
（95％CI：3.5～5.4）と、男女ともに最も高く、

次いで 10 代が 2.1％（95％CI：1.1～3.7）と高か

った。過去 30 日以内のその他のタバコ製品（紙

巻きタバコ、加熱式タバコ、電子タバコ）使用と

水タバコ製品使用との関連では、9.9％（95％CI、
8.3-11.9）が紙巻きタバコを、20.9％（95％CI、
17.-25.1）が加熱式タバコを、29.5％（95％CI、
24.3-35.2）が電子タバコを併用しており、水タバ

コ製品使用者の大多数が、その他のタバコ製品を

併用していた。また、紙巻きタバコや加熱式タバ

コの使用者のそれぞれ 2.5％と 4.7％が水タバコ

製品を併用使用している一方で、電子タバコの使

用者では 32.5％（95％CI、25.1-40.8）が水タバコ

を併用していた。性別で見ると、男性は女性に比

べて水タバコの使用割合が高かったが、電子タバ

コ使用者のみに限定すると、女性の電子タバコ使

用者（38％）の方が、男性の電子タバコ使用者

（30.9％）より水タバコ製品を使用していた。 
 
D．考察 
 本研究では、日本における水タバコ製品の使用

割合を推定した。日本にける水タバコ製品の使用

割合は 1.4％と諸外国と比べ高いとは言えないが

6)、近年日本においてシーシャバーなど水タバコ

製品の使用を目的とした喫煙目的店の店舗数が

急増しており、一般住民が水タバコ製品に容易に

アクセス可能となっていることを考慮すると今

後水タバコ製品の使用者は増加するかもしれな

い。実際に、水タバコ製品の使用を目的とした店

舗数は、2018 年には約 10 店舗であったが、2023
年には 1013 店舗となり、市場規模は年々拡大し

ている 9)。また、近年ソーシャルメディア等を通

じた水タバコ製品の利用が促進されており、この

ような要因が今後の日本における水タバコの利

用拡大に寄与する可能性がある。 
本調査の結果、水タバコ製品の使用は、特に電

子タバコと関連が強く、紙巻きタバコ、加熱式タ

バコの順にいずれの製品の使用とも関連が見ら

れた。2018 年に行われた ITC 4 ヶ国（カナダ、

イギリス、米国、オーストラリア）における喫煙

および電子タバコに関する先行研究においても、

加熱式タバコ使用者でその 78％が水タバコ製品

を使用していた 13）。水タバコ製品の使用は、複数

のタバコ製品と関連し、加熱式タバコの使用率が

急速に増加している日本においては、今後水タバ

コ製品が急速に普及するかもしれない。 
水タバコ製品は、その他のタバコ製品と比べて

使用頻度や量が異なるため、水パイプタバコの使

用を他のタバコ製品の使用と直接比較すること

はできない。一般的に水タバコ製品は機会使用さ

れると言われており、1 回約 1 時間の喫煙セッシ

ョンで、紙巻きタバコ 1 本と比較して、3～9 倍の 
一酸化炭素と 1.7 倍のニコチンに曝露されること

が示唆されている 14), 15)。このことから今後は、使

用者の特徴、使用パターン、製品の特徴を考慮し

た調査が必要とされる。水タバコ製品の使用は、

従来のタバコ製品と比較して安全であるという

誤解が存在することが報告されている 16)。このよ

うな水タバコ製品に対する誤解は、水タバコ製品

の使用を促進させる可能性がある。また、水タバ

コ製品使用者のほとんどがその他のタバコ製品

を併用しており、その他のタバコ製品使用へのゲ

ートウェイとなる可能性もある 7)。したがって、

今後は、日本人における水タバコ製品に関する意
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識と知識についてもさらに調査する必要がある。 
本研究の限界として、調査会社にモニター登録

している者を対象集団としていることから、未調

整の解析結果には、選択バイアスが含まれている。

そのため、国民生活基礎調査を活用した逆確率に

よる重み付けを使用し、全国推計値に近似したデ

ータとして使用割合を算出した。また本調査で調

査された水タバコ製品については、ニコチンが含

まれているかどうかは確認できていない。ニコチ

ン含有の有無は健康リスクを評価するためにも

重要である。今後の研究では、水タバコ製品のニ

コチン含有の有無を追加で調査する必要がある。

さらに、縦断的な調査によって、水タバコ製品使

用者割合の推移を注意深く観察する必要がある。 
 
E．結論 
 日本における水タバコ製品の使用は、紙巻きタ

バコ、加熱式タバコ製品、電子タバコの使用と関

連していた。水タバコ製品の使用者の特徴、使用

パターン、製品の特徴を考慮すると、他のタバコ

製品との関連を縦断的に調査し、水タバコ製品に

焦点を当てた独自の調査（ニコチンの含有、使用

時間や場所の特定）を実施する必要がある。 
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表 1. 基本属性, JASTIS2023 (n=31,037)* 
 n 重み付け割合 

(95% CI) 
性    
男 15,343  49.4 (48.6-50.3) 
女 15,694  50.6 (49.7-51.4) 

年齢    
15-19 722  2.3 (2.1-2.6) 
20-29 5,487  17.7 (17.0-18.4) 
30-39 5,752  18.5 (17.9-19.2) 
40-49 5,485  17.7 (17.1-18.3) 
50-59 4,573  14.7 (14.2-15.3) 
60-82 9,018  29.1 (28.2-29.9) 

教育    
中学／専門学校 10,610  34.7  (34.0-35.1) 
大学／それ以上 19,980  65.3  (64.6-66.0) 

等価世帯所得    
第 1 四分位 6,030  19.4  (18.7-20.2) 
第 2 四分位 6,257  20.1  (19.5-20.9) 
第 3 四分位 6,417  20.7  (20.0-21.4) 
第 4 四分位 4,848  15.6  (15.1-16.2) 
わからない 7,485  24.1  (23.4-24.9) 

飲酒歴    
なし 10,968  35.3 (34.5-36.2) 

 止めた 1,472  0.48 (0.4-0.5) 
あり 18,597  59.9 (59.1-60.8) 

過去 30 日間の喫煙

状況 
   

紙巻きタバコ    
 元々吸わない 25,392  81.8  (81.1-82.5) 
吸っている 3,114  10.0  (9.5-10.6) 
やめた 2,531  8.2  (7.7-8.6) 
加熱式タバコ    
元々吸わない 27,383  88.2  (87.7-88.8) 
吸っている 2,582 8.3 (7.9-8.8) 
やめた 1,073  3.4  (3.2-3.8) 
電子タバコ    
元々吸わない 30037 96.6  (96.5-97.1) 
吸っている 400 1.2  (1.1-1.5) 
やめた 599  1.9  (1.7-2.2) 
水タバコ    
元々吸わない 29390 94.7 (94.3-95.0) 
吸っている 438 1.4 (1.2-1.6) 
やめた 1209 3.9 (3.6-4.2) 

*国民生活基礎調査を用いた逆確率による重み

を使用し、全国値に近似したデータとして推

計した値および割合。 
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表 2. 日本における男女別の水タバコ製品の過去 30 日使用率, 2023 年 JASTIS 調査* 
 分布 合計  男性  女性 

  n= 
31,037 n 重み付け割合 

(95% CI) 
n= 

15,343 n 重み付け割合 
(95% CI) 

n= 
15,694 n 重み付け割合 

(95% CI) 
年齢             

15-19 722 14  2.0 (1.1-3.7) 309  7  2.1 (0.8-5.8) 413 8 1.9 (0.9-4.1) 
20-29 5487 240  4.4 (3.5-5.4) 2678  181  6.8 (5.3-8.5) 2809 59 2.1 (1.3-3.3) 
30-39 5752 104  1.8 (1.4-2.4) 2820  86  3.1 (2.3-4.1) 2932 18 0.6 (0.4-1.0) 
40-49 5485 58  1.1 (0.7-1.6) 2740  43  1.6 (1.0-2.4) 2745 15 0.6 (0.2-1.9) 
50-59 4573 12  0.3 (0.1-0.5) 2259  6  0.3 (0.1-0.5) 2314 53 0.2 (0.1-0.8) 
60-82 9018 9  0.1 (0.0-0.3) 4537  7  0.2 (0.0-0.5) 4481 2 0.1 (0.0-0.2) 

学歴             
中学校／専門学校 19980 263  1.3 (1.0-1.7) 9898  195  2.0 (1.5-2.6) 10082 67 0.7 (0.4-1.1) 
大学／それ以上 10610 160  1.5 (1.3-1.7) 5157  121  2.4 (2.0-2.8) 5453 39 0.7 (0.5-0.9) 

等価世帯所得             
第 1 四分位 9750 124  1.9 (1.4-2.5) 2936  111  3.8 (2.7-5.2) 3634 14 0.4 (0.2-0.6) 
第 2 四分位 6380 66  1.0 (0.7-1.5) 3207  55  1.7 (1.1-2.7) 3173 11 0.3 (0.2-0.7) 
第 3 四分位 5463 86  1.6 (1.2-2.1) 3200  63  2.0 (1.4-2.8) 2263 23 1.0 (0.6-1.8) 
第 4 四分位 5139 103  2.0 (1.5-2.7) 3215  78  2.4 (1.8-3.3) 1734 25 1.3 (0.6-2.8) 
わからない 7485 58  0.8 (0.5-1.2) 2785  24  0.9 (0.5-1.4) 4700 35 0.7 (0.4-1.5) 

飲酒歴             
なし 10968 94  0.8 (0.6-1.2) 3953  71  1.8 (1.2-2.7) 7015 23 0.3 (0.2-0.6) 
止めた 1472 21  1.4 (0.5-3.5) 718  6  0.9 (1.4-2.1) 753 14 1.9 (0.5-0.6) 
あり 18597 323  1.7 (1.5-2.1) 10671  253  2.4 (2.0-2.9) 7926 69 0.9 (0.6-1.3) 

過去 30 日間の喫煙状況            
 紙巻きタバコ            

元々吸わない 25392 110  0.4 (0.3-0.6) 11232 58 0.5 (0.3-0.8) 14161 54 0.4 (0.2-0.6) 
  吸っている 3114 77  2.5 (1.7-3.6) 2309 61 2.8 (1.8-4.2) 805 13 1.6 (0.7-3.7) 
   やめた 2531 251  9.9 (8.3-11.9) 1802 195 11.7 (9.6-14.1) 729 41 5.6 (3.2-9.5) 
加熱式タバコ             
元々吸わない 27383 93  0.3 (0.2-0.5) 12598  52  0.4 (0.3-0.7) 14785 41 0.3 (0.2-0.4) 
吸っている 2582 121  4.7 (3.6-6.1) 1982  99  5.0 (3.7-6.7) 600 22 3.6 (2.3-5.8) 

   やめた 1073 177  20.9 (17.2-25.1) 763  179  23.5 (19.2-28.3) 309 45 14.4 (7.9-24.8) 
電子タバコ             
元々吸わない 30037 131  0.5 (0.3-0.6) 14586  85  0.6 (0.4-0.8) 16451 46 0.3 (0.2-0.4) 
吸っている 400 130  32.5 (25.1-40.8) 313  97  30.9 (23.6-39.3) 87 33 38.0 (19.4-60.9) 
やめた 599 177  29.5 (24.3-35.2) 444  149  33.5 (27.1-40.4) 155 28 18.2 (11.5-27.5) 

*国民生活基礎調査を用いた逆確率による重みを使用し、全国値に近似したデータとして推計した値および割合。 
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	C．研究結果
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	令和5年5月、12月に飲食店民間データベースより抽出された店舗数はそれぞれ590,258店舗、595,351店舗であった。抽出された店舗のうち、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態に該当する店舗は523,829店舗であり、有効情報掲載店舗は335,301店舗であった（有効情報掲載割合：64.0%）。
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	集計対象202店舗のうち、禁煙店舗152店舗、喫煙専用室設置店舗12店舗、加熱式たばこ専用喫煙室設置店舗2店舗、喫煙可能室設置店舗25店舗、喫煙目的室設置店舗11店舗であった。令和4年度調査における規制対象既存店舗と概ね同程度の割合であった（表2-1）。令和5年度調査店舗において、全店舗と令和4年度対象地域で概ね同様の特徴であったことから、以降の分析は全店舗で行った。
	改正健康増進法の理解度は、令和4年度規制対象既存店舗と比べて、令和5年度調査新規店舗では項目による差がわずかにあるものの、平均正当数に差はなかった。受動喫煙対策の情報収集は令和4年度調査と比べて、令和5年度調査ではほとんど行われていなかった。
	法令順守状況と改正健康増進法の理解度を比べると、法令順守の有無で平均正答数に大きな差はなかった（表2-2）。ただし、令和4年度調査規制対象既存店舗を除き、法令順守なしにおいて「屋内禁煙の原則」への理解がやや低かった。
	飲食店開業時における保健所での喫煙環境についての対応の有無と改正健康増進法の理解度では、喫煙環境の確認の有無ではほとんど差がなかったが、情報提供があると、平均正答数が多かった（表2-3）。また、保健所での喫煙環境の確認や情報提供が行われた店舗では法令順守している割合が高かった。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	日本語以外の論文28編、日本語論文2編、日本語学会発表1編が選定され、合計76症例が対象となった。76症例のうち、64症例は急性CO中毒、10症例は多血症、2症例は急性CO中毒症例と一緒に搬送された症例だが、症状等で有意な所見がなかった症例であった。報告はヨーロッパが46症例、中東が13症例、アフリカが7症例（すべて多血症）、日本が5症例、北米が3症例、アジアが1症例、オセアニアが1症例であった。
	急性CO中毒、多血症、その他について、報告内容のまとめは表3-1に示した通りである。急性CO中毒症例においては、シーシャの能動的使用が大部分を占めるが、近隣での使用（本人使用なし）やシーシャ専門店の従業員（使用状況不明）の症例も報告されていた。症状としては、頭痛、意識消失、めまい、嘔気・嘔吐が多かった。
	シーシャ使用者に限定すると、使用環境は屋内が多く、使用時間は長い方が多いが、使用時間が短い症例も報告されていた（表3-2）。急性CO中毒症例での使用頻度は高くないが、多血症症例では毎日使用されていた。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	調査票発送数1,438店舗より不達129件を除く、1,309店舗を調査対象数とした（表4-1）。調査対象店舗のうち、195店舗から回答を得た（回答率14.9%）。195店舗のうち、サービスとしてシーシャ使用（ニコチンあり）、シーシャ使用（ニコチンなし）ともになしと回答した４店舗を除き、191店舗を集計対象とした。
	シーシャ利用可能店舗の特徴は表4-2に示した通りである。大部分の店舗は100cm2以下であった。平日の客数は6～20人、土日祝日の客数は11～30人が多くなっている。滞在時間は1時間30分～2時間が最も多かった。3割弱の店舗では食事が提供されていた。90％以上の店舗で常時換気が行われていた。CO2モニターを設置している店舗は2割弱であった。
	シーシャ関連CO中毒の事故は4分の3の店舗で認知がなされており、約6割の店舗でCO中毒様症状の発生経験があった（表4-3）。CO中毒様症状で最も頻度が多いのは、めまい・ふらつきで毎週発生している店舗が4％程度であった（表4-4）。続いて、吐き気・嘔吐、意識もうろう・意識不明、けいれんの順に多かった。
	CO中毒様症状発生と関連することが予想される要因として、客席面積（表4-5）、滞在時間（表4-6）、店舗の換気状況（表4-7）、CO2モニター利用状況（表4-8）との関連を検討した。客席面積、換気状況との関連は認められなかった。滞在時間が長くなると、CO中速様症状が発生しやすくなり、1.5時間以上になると3分の2の店舗で発生経験があった。CO2モニター利用店舗では利用していない店舗よりCO中毒様症状の発生経験が少なかった。
	１）飲食店民間データベース調査
	２）飲食店へのインターネット調査
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	E．結論
	本研究により、新規店舗においても法令順守が十分ではない可能性が示された。保健所での取り組みにより法令の理解と順守を促せる可能性が示唆された。
	シーシャ使用に関連したCO中毒様症状は多くのシーシャ利用可能店舗で経験が認められた。シーシャ使用時間が長くならないよう注意するとともに、空気環境のモニタリングに基づく換気が重要な可能性がある。
	引き続き、飲食店の禁煙化状況をモニタリングや健康影響などの評価を行っていくとともに、法律の実効性を高めるための課題を明らかにし、政策提言へとつなげることを目指していく。



